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新 し い 会 計 教 育
ア メ リヵ会計 学会の
三つ の委 員会報告 をめ ぐって
藤 田 芳 夫
(1)
1950年代の後半か ら電子計算機に よる資料処理(EDP)が 盛んにな り,
またいわゆ る管理 科学(managementsciences)の出現 に よ り,会 計活動 は
重 大 な影響を受け る と予想 され るよ うに な った。 このため ア メ リカ公認会計
士 協会(A・1・c・P・A・)やア メ リカ会計学 会は特 別委員会 を設置 して真剣に こ
の問題を討議 して来 た 。 本稿 は1957年以来,ア メ リカ会計学会内に設置 さ
れ たい くつか の特別委 員会の報告について紹介 し,併 せ て,小 樽商科大学短
期大学部に おいて実現可能 と考 え られ る 「電子計算機に よる会計組織論」 の
試案 を えがいてみ よ うとす る ものであ る。
なお,本 稿で論及す るア メ リカ会計学会 の三 つの委員会 とそ の報告は次 の
とお りであ る。
1957年度 電子計算機会計 教 育委員会(1957CommitteeonAccounting
Ins七ructioninElectronicDa七aProcessing),報告はAccountingReview,
Aprill959,pp.215-220.
1963年度 会 計 組 織 論 教 育 委 員 会(1963CommitteeonAccountingSystems
Ins七ruction),報告 はAccountingReview,July1964,PP・715-720・
受 本稿は小樽商科大学名誉教授,札幌商科短期大学長室谷賢次郎,小 樽商科大学
教授石河英夫,同 古瀬大六の諸氏 及び小樽商科大学短期大学部の専任教官諸氏か
ら多くのコメントいただいた。ここに厚 くお礼申し上げる。
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1964年度EDP教 育 委 員 会(1964CommitteeonCoursesandCurricula
-ElectronicDataProcessing),報 告 はAccountingReview,April1965,
pp.422-428.
(以下,本 稿では各委員会をその年度でよぶ ことにす る。)
(2)
周知の ように,会 計 は 会計組織論(systembuilding),簿記論(record
keeping)及び監査論(criticalreview)を三つの主要な活動領域 として成立
している。 したがって,電 子計算機による資料処理方法(EDP)と 管理科
学が会計にいかなる影響を及ぼすか という問題は,第 一に,電 子計算機 とい
う極めて高度な機械を使用す ることによ り,会計活動の物質的基盤が大 きく
変化す ることを意味 し,従 来の会計組織論 と簿記論は最 も直接的に影響され
ることになる。
また,こ の会計の物質的基盤の変化は従来の会計ではほ とんど使用されな
かった数学的方法や統計学的方法を縦横に駆使す ることを可能にするか ら,
これ までのいわゆ る管理会計 も質的,量 的に革命的な変化を実現するだろ う
と予測 される。 これがEDPと 管理科学 の もた らす第二の影響である。
た とえ.ば,1961年度管理会計委員会は管理科学やEDPの 影響について,
ひかえめながら次のようにいっている。 「目下の ところ,こ うした発展の も
つ意味を充分に評価することはできない。 しか し,こ うした装置や思考方法
が会計 と経営管理活動の改善のためどのような可能性を持つかを評価 し,ま
たそ うした可能性を実現するためいかに応用すべ きかとい う事に会計人 とし
て取 り組む最初の領域の一つは管理会計であろ うと言 う点に注 目すべ きであ
(1)
る 」 と 。
く　　
監 査 技 術 は す で に サ ン プ リ ン グ 理 論 に よ り 影 響 を 受 け て い る が,同 時 に
(1)1961CommitteeonManagementAccounting.f`ReportoftheManage-
mentAccountingcommi七七ee,"AccountingReview,Ju】y1962.P.524・
(2)サ ン プ リ ソ グ 理 論 が 監 査 に 及 ぼ す 影 響 に つ い て は,S・J・Broad,``The
Progres§ofAuditing,"JournalofAccountancy,November1955,PP・38-43・
参 照 の こ と。
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(3)
EDPに よって大きな影響を受けは じめている。EDP会 計 システムが磁気
テープや磁気 デ ィス クを高度に使用するようになればな るほど,記 録の不可
視性を克服 し,し か もEDP会 計 システムの特性をよ り高度に生かす監査技
術が要求 され る。のみな らず,EDP会 計 システムの監査ではサ ソプリソグ
理論に代表される数学的 ・統計的方法 とEDPと が相互促進的に作用 して,
新 しい監査技術を生み出 しつつある。これがEDPと 数学的 ・統計的方法 と
が会計に及ぼしつつある第三の影響である。
か ようにEDPと 数学的 ・統計的方法は会計活動の全領域に強力な影響を
与えてい る。 したがって,EDPと 数学的 ・統計的方法が会計に対 して及ぼ
す影響を考察する場合,こ れ ら三つの影響の うち,い つれを重視す るか,な
いしいつれの面を第一に取上げるか とい うことが問題になる。
しか し,い つれの面を重視するにせよ,ま つEDP会 計組織が存在 しなけ
ればならない。端的にいえば,電 子計算機による新 しい簿記が存在 しなけれ
ば,管 理会計のEDP化 も,新 しいEDP化 した 監査技術の展開 も存在 し
えないであろ う。 このいみで,以 下,EDP会 計組織論を とりあげてみ よ
う。
(3)
EDP教 育 問題 について ア メ リカ会計学会 内に は じめて 設置 され た1957
年度委 員会は慎重 な態度 を とった。す なわ ち同委員会はEDPを 賃金 計算,
原価計算,在 庫算理 な ど 個 々の分野に 応用す る断片的 アプ ローチ よ りも,
EDPと い う新 しい方法が諸分野全体に対 して持つ意味を重視す る シス テム
的 ない し総合的 ア ブPt-一チ(systemsorcomprehensiveapproach)を重視す
べ きであ るとは いってい る ものの,「資料処理に関す る会計教 育(accounting
instructionindataprocessing)は将来予想 され る問題 よ りも,む しろ現 在
(3)EDPが 監 査 に及ぼす影 響につ いては,拙 稿 「電 子計算機会計 システ ムと会
計記録 の構 造」J会計,1965年8月号,pp・99-114・を参照 され たい。
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の 問題を取扱 うべ きであ り,漸進的な方針を採用すべ きであざaと いい,ま
た,EDPに 関す る会計教育は複数の科 目に分割 して行 うより単独科 目とし
て実施すべ きであるとしなが らも伝統的な会計組織論を廃止す ることな く,
いわば伝統的な会計組織論にEDPを 補足しようとする態度をとってい£
これ に対 し・1963年度 委 員 会 は 経 営管理情報 シス テム(Management
InformationSystem)の発展に よ り,会 計職能 と他の職能 とは,そ の相互 関
係 の調整が必要 な状 態に立至 ってお り,会 計組織 論 もこの客観状勢 に即応 し
て変 化 しなければ な らない とい う認識に立 ってい る。
しか しまた,同 委 員会に よれぽ,経 営管理情報 シス テムは これ か ら益 々発
展 す ると考 え られ るが,「 会計組織 論 は この管理情報 システ ムとい うよ り広
い シス テムの重 要な部 分をなす ものであ り,こ の二つ の システ ムが実際に 々
くの
別 のものであると考えることはできない」 とされているのである。
1963年度委員会の見解で重要な点は,経 営管理情報 システムと会計 システ
ムの一体性を,単 に便宜的に又は会計人の立場か ら我 田引水的に主張 してい
るのではない事であ る。 同委員会は次のように指摘 している。 「経営管理情
報 システムの教育は 会計的な方法で 行 うのが 最 も効果的である。 とい うの
は,会 計 システムと他の情報 システムの間に相関々係があるか らだけではな
　ハ
く,経 営者 は システ ムに よって コ ソ トロールす る 必 要があ るか らであ る」。
換 言すれば,会 計 シス テムを含む新 しい経 営管理情 報 シス テム といえ ど も,
一それが充 分に機能 す るためには内部統制 のための諸 条件を具備 した シス テム
と して存在す るこ とが必 要であ り,会 計 シス テムは この点か ら不可 欠であ る
とす るのであ る。
か くして,1963年度委 員会は、明 日の会計教育 に とって新 しい会計組織 論,
す なわ ちその内容にEDPを ふ くみ,経 営管理情報 シス テムへ の発展 をめざ
(4)1957Committee,op.cit.,p.215.
(5)1957Committee,ibid.,p.216.
(6)1963Committee,oP・cit・,PP・715,716・
(7)1963Committee,ibid・,P・716・
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す会計組織論の重要性をきわめて高 く評価 し,会 計を学ぶすべての学生にと
くの
って必要 な科 目であ る とい う結 論に達 したのであ る。
1964年度委 員会は1963年度委 員会 の見解 を さらにすすめ,会 計組織 論は
もち ろん会計教育一般 の新事態に適応す る速 度が余 りに もおそ いた め,専 門
的職業 として の会計人 の立場 が危殆 に瀕 してい る事 を強 く警告 してい る。す
なわ ち,1964年度委 員会に よれ ぽ,会 計人 は伝統的 に企業で ゴ ソ トロールの
た めの情報 の管 理者(七hecustodiansofccntrolinforma七ioninbusiness)
であ った。 ところが,会 計人 の もってい たこの コソ トロール情報 の管理 者 と
い う役割は漸 次機械 に移行 しつつあ る。 また経済的分析 とシステム ・デザ イ
ソとい うも う一 つの 彼等 の役割 は 会計 以外 の 専 門家に よ り取 替 られつつあ
る。 目下 の ところ,何 等影 響を うけて いないのは税務会計 と監査の領 域であ
る。 しか し,こ の部分で さえ新 しい事態 に適応 しよ うとす る会計人の努力如
何に よっては 主導権 を非会計人 に 取 られ る可 能性 があ る。1964年度委 員会
は現 状を この よ うに把握す ることに よ り,こ の危機に対処す る唯一の方法は
会計教育 を根本的に変革す るこ と(basicchangeinaccountingeducation)
く　ラ
であ る,と 主張 してい るのであ る。
(4)
以上,EDPと 管理科学 ないし数学的 ・統計的方法が会計教育に とってど
のようなイソパクトを与 えるか とい う点をアメ リカ会計学会の三つの委員会
によ り明 らかに した。それでは,明 日の会計教育は具体的にどのように変 る
べ きであろ うか。 上記三委員会の うち,1964年度委員会の報告が 最 も広汎
であ り,それ以前 の委員会の結論を一層深めていると考えられ るので,ま つ
1964年度委員会の五つの結論か ら吟味 してみ よう。
(8)1963Committee,ibid.,P.715.
(9)1964Committee,op.cit.,p.424.なお,す で に 指 摘 した よ うに,監 査 に は
この影 響 が 明 白 に 現 れ て い る。 税 務 会 計 とい え ど もEDPに よ り強 く影 響 され ざ
るを え な い 点 に 注 意 しなけ れ ば な らな い 。
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1964年度委員会の結論は第一に,大学学部の会計教育は三つの面でEDP
を採 り入れるべきであるとしている。 すなわ ち,(a)会計学入門課程に先行
または並行 して基本的なプログラ ミング教育を行い,簡 単なプログラムを作
成 しうる能力を養成 してお くべ きであ り,(b>会計学の諸科 目は,科 目内容
の明確化に役立つ場合には コンピューターの応用例を取 り入れ るべ きである
(但し,そ の狙はコソピューター応用の技術面にあるのではない事に注意 し
なければな ら)。また,(c)伝統的な会計組織論の中にEDPを 取 り入れ るべ
きであるとい うのであ る。か くして,EDPは 上記三つの面で大学学部の会
計教育に入って くる。
委員会の第二の結論は大学院修士課程に関す るものである。委員会の報告
によれば,修 士課程では少 くとも学部の学生と同程度,で きれば より高度の
EDPの 知識を学生が持 っている事が必要である。 しか し,EDPの 知識が
不足す る学生は経済学や統計学の知識が不足す る場合 と同様,自 か らその欠
点を克服 しなければな らない。
また,大 学院博士課程では,専 門分野の深い知識 と同時に会計の全領域に
わたって充分な基礎知識を必要 とす るのは当然であるが,EDPとEDPに
関連する分析的手法を含む会計組織論が ことに必要で,こ れは会計理論,監
査論,税 務会計などの他の専門学科 と同様の位置を占めなけれぽならない と
している。 これが委員会の第三の結論である。
結論の第四点は会計学担当者に関す るものである。委員会は会計学担当者
をEDPの 専門家 とそれ以外の者の二種類に分け,そ れぞれ 次のように勧
告 している。(a)EDPな いし会計組織論の担当者はEDPの 実務経験 と
EDPに 関す る正規の研究歴が 必要である。 この点は他の会計学科の担当
者 と同様である。(b)EDPの 専門家ではないが,そ れぞれの 担当科 目に
EDPを 取 り入れ ようとす るものは,1.EDPを 含む企業の情報 システム
(businessinformationsystem)と,2.一つ以上のプログラ ミング言語を実
際に使用できる程度の知識が最低限度必要である,と している。
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1964年度 委員会 の結論 の最後は,上 記四つの点 とは異 り,EDPや 管理
科学 の影 響の本質 を とらえて将来 の会計教育 の根本的変革 を要請 してい る点
であ る。 同委員会に よれば,会 計学 の方法は これ までの叙述的 アプ ローチか
ら分析的 なアプ ローチに転換 しなければな らない のであ って,各 大学及 びア
メ リカ会計学会は この転換 の必 要性 を真剣 に考慮 しなければ な らない。科学
的な方法を と り入れ る ことな く,従 来 の会計教育 の中に コソピ ューターの プ
ログ ラ ミソグを追 加す るだけでは専門的職業 として の会計人 の立場 は極 めて
脆弱な ものにな るであ ろ う。「明 日の会計人はEDPの もつモ デルを作成 し,
モデルを操作す る力(modelrnanuPulativepowerofEDP)を創意に満 ち
た方法 と分析的 な態度で駆使 し,伝 統的 な会計人 の立場か らみれば,そ の能
力 の限界 をは るかに越 え る問題であ った ものを探究 しえなければ な らない」,
く　の
と主張 してい るのであ る。
(5)
1964年度委員会の五つの結論が示 しているように,現在の会計教育が直面
している問題は極めて重大であ り,また多面的である。以下,本 稿では大学
　 　
学部及 び短 期大学 におけ る会計教育 のEDP化 に焦点 を合せ て考察 しよ う。
前節 に紹 介 した ご と く,1964年度委 員会 は 大学学部 の会計教育は三つの
面でEDPを と り入れ るべ きであ ると してい る。そ の要点 は(1)会計学 の入
.門課程 に先行又 は並行 して プ ログラ ミングの基礎 を学習 させ ること,(2)会
計学 の各科 目中に コ ソピL一 ターの応用例 を と り入れ ること,(3)会計組織
論 のEDP化 を図 ることの三点であ った。
第一点 は会計教育 の どの段階 で コソピ ューターを利用す るための知識 を教
育 す るか とい う問題(problemofcommunicationwithcomPute「s)であ
(10)1964Committee,oP・cit・,PP・422-423.
(11)本 節 の 内 容 は1964年度 委 員会 の報 告 の うち424-425頁の 内 容 を要 約 した もの
で あ る。
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る。 この対策には種 々の方法 が考 え うるが,各 大学 の事情 に よ り,1,独 立
の必修科 目と してすべ ての学生 に コ ンピ ューターの プ ログラ ミング教育 を行
うか,2.独 立 の科 目とせず,他 の科 目の一部分 として行 うか とい う二つの
方 法のいつれか に落着 くであ ろ う。ただ し,第 二の方法を とる場合,プ ログ
ラ ミソグ教育 を行 う科 目が会 計科 目であ るか否かは さして 問題では な く,出
来 るだ け早 い時期 に行 われ るか ど うか とい う点が重 要であ る としてい る。
第二 点は,上 述 した プ ログ ラ ミソグのいわば早期教育 と以後の会計諸 科 目
との間 のギ ャップの問題 であ る。会計学入門課 程に先行 又は並行 して プ ログ
ラ ミソグ教育 を行 って も,原価計算,予 算統制,監 査,税 務会計その他 の科 目
で コ ンピ ューターが応用 され なければ,プ ログラ ミングの早期教育 の意義は
失われ て しま う。 しか し,「 目下 の ところ科 目内容 を新事 態に適応 させ うる
く　
だ けの会計担当者 はほ とん どいない」 のが実情 であ る。 したが って,EDP
化 された新 しい会 計教育 を考察す る場合,こ こに重要 な問題が存在す るわけ
で あ る。
第三点は プ ログラ ミングの早期教育 や各科 目の うちにEDPの 応 用例や問
題 をふ くめ る とい った個別的 な側面では な く,会 計 のEDP化 を図 る際 中心
的存在 と考 え られ るrEDP化 した会計組織論」は如 何にあ るべ きか とい う
問題であ る。換言すれば,コ ンピ ューターを利用す るイ ンフ ォーメイシ ョン
及 び コン トロール ・シス テムについて基礎教育 を行 う場 と しての会計組織論
の性格 と内容 をいか に考 え るべ きか とい う問題 であ る。
1964年度 委員会 は この点について次の よ うにのべ てい る。す なわ ち,管 理
会計 の重点が 「システ ム論的 アプ ローチ」に移行す る場合,次 の三 つの条 件
をみたす必要があ る。第一 に,シ ス テム論 を従来 以上 に重 視 し,会 計専攻学
生の必修科 目とすべ きであ り,第 二に,シ ステ ム論 と他 の会計諸 科 目 との関
係を より緊 密に し,第 三 に,会 計 システ ムと他 の コ ソ トロール ・システ ムす
べ てに適用 しうる一般理論 を重視 し,コ ンピュー ターやそ の他 の機械 につい
(12)1964Committee,ibid・,P・425・
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てはハ ー ドウエアーや プ ログ ラ ミング技術 の特性 の説 明 よ りも,そ れ らが情
報 組織の要素(elementsininformationstructures)であ るとい う点に重点
を置か なければ な らない,と い うのであ る。
以上 の諸点は実は大学 に適当 な コ ンピ ュー ターがあ り,学 生 の演習に際 し
てその コ ンピ ュー ターが使用 で き,さ らに各会計 科 目担 当者 が コソピ ュー タ
ーを使 い こなすだけ の能力を持 ってい るとい う三 点を仮定 して い る。 この三
点 の仮定 が実際に成 立 しうるためには多 くの困難 が存 在す るわけであ るが,
これ ら三 つの仮定 の外に なお理論上 の仮定 がふ くまれ てい る。それは コ ンピ
ュー ターを問題解決 のための道具 と して考 える とともに,会 計的情報 シス テ
ム(accountinginformationsystem)の一要素 と見,さ らに分析 のための よ
り論理的 な アプ ローチを発展 させ る基盤(basisforamorelogicalapProach
くゆ
toanalysis)と考えている点である。
もし,こ のように考えることが正 しいとすれば,第 四節か ら考察 してきた
大学学部の会計教育をEDP化 す るための三つの側面は,当 面の対策 として
み るな らばともか く,恒久的な対策 として考える場合,決 して同一水準にあ
るとは考えられない。何故な ら,も し,1964年度委員会の結論の第五項 目が
示 してい るように,会 計教育の本質的な転換が基本的な 目的であるとするな
らば,会 計学の各科 目はそのEDP化 に より質的変化をとげねぽな らな くな
るか らである。
この質的転換が如何なるものであるかについて,三 つの委員会報告か ら明
らかにす ることは出来ない。 しか し,1963年度委員会及び1964年度委員会
の報告が明らかに しめ しているように,会 計組織論が最 も ドラステ ィックな
影響を受ける領域であることは間違いないであろ う。また,経 営管理情報 シ
ステムの不可欠の部分 としての新 しい会計組織論は量的に最 もEDPの 影響
を受け るだけでな く,理論的に も従来の会計組織論か ら飛躍的に発展す るこ
とが可能な領域であると考えてよいであろ う。 そ こで,次 に1963年度委員
(13)1964Committee,ibid・,P・422.
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会 の報告に よ り,会 計組織論の一つの試案 をえが いてみ よ う。
(6)
1963年度 委 員 会 に よ れ ば シス テ ム論 の 性 質 は 分 析 的 で,そ の 理 論 的 基 礎
は 急 速 度 に 発 展 し続 け て お り,教 科 目 と して 充 分 独 立 し うる状 態 に 達 して い
る 。 同 委 員 会 が 箇 条 書 き で 示 して い る シス テ ム論 の 内 容 を 訳 出 す れ ば 下 記 の
如 くで あ る 。
1.ト ー タル ・シ ス テ ム概 念 イ ソ フ オ ー メ イ シ ・ ソに 対 す る必 要 と イ
ソ フ オ ー メ イ シ ・ ンの 源 泉 及 び そ の 処 理 とい う三 者 の 相 互 関 係 を 含 む ト
ー タ ル ・シ ス テ ム概 念 。
2.経 営 者 に 必 要 な 情 報 の 種 類 の 検 討 一 経 営 者 が 様 々 な 目的 の た め に 必
要 とす る情 報 が 何 で あ り,そ れ を ど こで,ど うや っ て 入 手 し,ど の よ う
に 報 告 す るか の 分 析 で あ っ て,こ の 内 に は,
a・ 計 画 と 意 志 決 定 の た め の 情 報(informationforplanningand
decision-making)
'b
・ ス チ ュ ワ ー ド ・シ ヅプ及 び ア カ ウ ソ タ ピ リテ ィの た め の 情 報
(informationforstewardshipandaccoun七ability)
c.コ ソ トロ ー ル の た め の 情 報(informationforcontrol)
を 含 ん で い る 。
3.内 部 統 制 概 念 とそ の 基 準,シ ス テ ム ・デ ザ イ ソに お け る そ の 役 割 及 び
手 続 的 問 題 と 内 部 統 制 と の 関 係 。
4.シ ス テ ム理 論 とそ の 方 法 論 。
5.シ ス テ ム 。ス タ デ ィ
a・ シ ス テ ム ・ス タ デ ィの 実 務 的 ・理 論 的 手 段 フn-一チ ャ ー ト,数
学 的 モ デ ル 設 定,ネ ッ ト ・ ワ ー ク技 術,シ ス テ ム原 価 の 正 当 性 計 算
(costjustification),コソ ピ ュ ー タ ー ・シ ミ=レ イ シ ョ ンそ の 他 。
b.シ ス テ ム ・ス タ デ ィの 諸 側 面 一 シ ス テ ム ・ス タ デ ィ の 目的 の 決
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定,適 切 な変 数 の 確 定,シ ス テ ム ・ス タ デ ィの 方 法 とそ の 結 果 を 報 告
す る方 法 の 吟 味,シ ス テ ム ・ス タ デ ィの 実 行 と フ オ ロ ー ア ッ プ 。
6.シ ス テ ム論 と 人 間 的 要 素(humanfac七〇rsinsystems)
a・ ス タ デ ィ 。グ ル ー プ 内 の 人 的 考 慮 ス タ デ ィ ・グ ル ー プ の 構 成,
ス タ デ ィの 実 施,シ ス テ ム の 設 定 及 び 提 案 に お け る人 的 要 素 の 考 慮 。
b,企 業 の 組 織 と情 報 シ ス テ ムの 相 互 関 係 。
7.シ ス テ ム の 変 遷(systemsprocesses)
a・ 処 理 の 概 念(conceptsofprocessing)。
b・ 機 械 化 の 段 階 手 作 業 処 理,合 計 機,パ ソチ ・カ ー ド機 械,コ ソ
ピ ュ ー タ ーo
c・ イ ソ プ ッ ト ・ア ウ トプ ッ ト手 段 ・装 置 の 概 念 と応 用,た だ し,通 信
手 段 と総 合 シ ス テ ム(integratedsystems)の役 割 を 含 む 。
8.EDP
a・EDPの 基 本 的 特 徴 とそ の 操 作 。
b・ プ ロ グ ラ ミ ソ グ の 初 歩 一 フ ロ ー チ ャ ー ト作 成 と コ.一デ ィ ソ グ。
c・ コ ソ ピ ュ ー タ ー情 報 組 織 と人 的 情 報 組 織 の 根 本 的 差 異 。
9.よ り高 度 な 情 報 シ ス テ ム の 吟 味
a・ 情 報 検 索(informationretrieval)。
b・ 情 報 の 遅 延 と冗 長 度(delayandredundancyofinformation)。
(14)
c。 新 しい発展 。
(なお,委 員会は 各項 目に付 した番号に特別 の意味はな い とことわ ってい
る)。
上記1963年度 委員会の草案 は 内容的に二つ の重点を 持 っている とい える
だ ろ う。 一 つは内部統制,シ ステ ム分析,シ ステ ム ・デザ イ ソと設定 及び
EDPで あ り,他 は行動 科学(behavioralsciences)と数量的分析方法を伝
統 的 な経営管理論に応用す る面 であ る。 このいみで,「 新 しい会計組織 論は
(14)1963Committee,oP・citりP・717・
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諸科学の境界を無視 して必要な情報 とコントロールの核心にせ まろ うとす る
く　うノ
ものであ る」。
したが って,こ の新 しい会計組織論 の教育は,学 部 で行 うべ きか,大 学院
課 程で行 うべ きか とい う 問題を生ず るけれ ど も,1963年度委員会は この点
く　の
についてあえて考慮 しなかった とのべている。実施方法について も,委員会
は独立の科 目とすることが最 ものぞ ましいとしてはいるが,他 の方法を否定
しているわけではな く,い わぽ各大学の個性 と事情に一任 していると考え ら
れる。ただ,上 述 した内容をもつ場合,会 計組織論は最低三単位の独立科 目
　の
にす る必要があるとしているだけである。
(7)
小樽商科大学短期大学部において,上 述 した新 しい会計組織論を もし試み
るとしたな らぽ,ど のような方法が考え られ るかについて一つの試案を提出
してみたい。
周知のように 小樽商科大学には高性能 の 大型電子計算機OKITAC-一一
5090H型がある。 したがって,短 期大学部において この電子計算機を使用
し,充実 したEDP会 計組織論が実現 されるな らば,ひ とり学生に とって有
意義であるだけでな く,短期大学部の特色を発揮 し,北海道の経済界に大い
に貢献 しうるのではないだろ うか。
これまで同短期大学部では 関係科 目として 簿記1と 会計学 を 必修科 目と
し,簿 記 皿,原価計算,監 査論及び簿記ゼ ミナールが選択科 目として存在 し
ている。 また経営学,数 学,統 計学,経 済学などの関連科 目ももうけられて
いる。 したがって,前 節 までに紹介 したEDP会 計組織論を実行す るための
条件はかな りの程度そ ろっていると考えるべ きである。ただ,同 短期大学部
(15)1963Committee,ibid.,P.718.
(16)1963Committee,ibid.,P.718.
(17)1963Committee,ibid・,P,718.
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が夜間の三年制短期大学であ り,勤労学生の比重がかな り高い点を考慮 しな
ければな らない。 また文科系大学や短期大学の学生の中には数学が得意でな
いものが多いとい う事実に 目を閉 じることも出来ない点であろ う。,
いまか りに,上 述の制約を無視 し,小 樽商科大学 短期大学部の 三年間で
EDPシ ステムの教育をかな り集中的に行 うとした場合,参 考にすべ き一試
(18)
案 が あ る(第 一 表 参 照)。 こ れ はIBMが 発 表 した も の で あ る が,こ の 二 年
第 一表 二 年 制 資 料 処 理 教 育 カ リキ ュ ラ ム
第1年 度
1学 期 クラス ラボ スタデ ィ』合計
資料処 理 のため の数学12046
計算機i論の基礎2158
PCS機i械 論35614
会 計140812
コ ミユ ニケ ィシ ョン技術13069
1462949
2学 期
資料処理 のための数学 皿40812
資料処理 の応用2147
プ ログラ ミング ・システ ム入門31711
会 計 皿40812
コ ミユ ニケイ シ ョン技 術 皿3069
1623351
第2年 度
1学 期
コ ンピュ 一ーター ・プ ログラ ミングi32813
社 会 科 学3025
統 計 学3069
企 業 組 織 論3047
原 価 計 算3069
1522643
2学 期
コ ソ ピ ュー タ ー ・プ ログ ラ ミング 皿
シ ス テ ム ・テベ ロ ッ プ メ ソ ト&デ ザイ ン… …
上 級 コ ン ピ ェ ー テ イ ソグ&
フ。ロ グ ラ ミン グ シ ス テ ム
実地見学と演習
?
?
?
?
??
?
?
?
?
?
?
?
』
?
??
?
??
?
?
?
?
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(18)IBM,GeneralInformationManual(No・F20-8087),1)α 彦α1)γ06θ∬ 劾8
Courses伽yoα 漉onaland.SecondaryS6加015,IBMTechnicalPublication
Dept.1962,p.6.
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間 にわた るEDP会 計 シス テ ム教育 の内容 は1.資 料 処理 的にみた企業組織
論2.資 料処理機械 とシス テ ム3.プ ログラ ミソグ とEDPの 応 用4.関 連
諸学 科 の四 つの要素 か ら構成 され てい る と見 るこ とがで きる。
この うち,資 料 処理的にみ た企業組織論 は従来 の科 目でいえば簿 記1,簿
記ll原価計 算,監 査論 をは じめ経営学 等で間接 的に取扱 われてお り,4の 関
連 諸学科 目も従来 の カ リキ ュラムの中に存在 してい る。 したが って,従 来 の
科 目の内容 と新 しいEDP会 計組織論 との関係を有機 的な ものに調 整す る必
要があ り,こ れは将 来の 問題 と して残 るけれ ど も,全 く新 し く導入す る必 要
があ るものは2の 資料 処理機械 とシス テ ム及 び3の プ ログラ ミソグ とEDP
の応 用に関す る科 目であ る。
また1957年度委員会に よれば,会 計学科 の中でEDP教 育 を行 う場合,
五つ の典型的 な方法があ る。 即 ち,15週 間で システ ム分析 と ハ ー ド ・ウエ
アーの知識及び フローチ ャー ト作成及 び プログラ ミソグ教育 を行 う場合,第
く　の
二 表 に 示 す よ うな 五 つ の 方 法 が あ る と い うの で あ る。
第 二 表
第1型 第2型 第3型 第4型 第5型
シ ス テ ム 分 析511015ヶ タ
1デ
ハ ー ド ・ウェァー6000ス ィ
フー 蕨 弊
,ソグ4415・ 嫁
言十1515151515
もし,小 樽商科大学短期大学部 でEDP会 計組織 論の教 育 を 行 うとすれ
ぽ,ハ ー ド・ウエア ーとプ ログラ ミソグの基礎理論を独立科 目とす る第二 の
方 法に ケース ・スタデ ィを中心 とす る第 五の方法を析衷 した方法 を採用すべ
きであ ろ う。 したが って,小 樽商科大学短期大学部でEDP会 計組織 論 を実
施す るとすれば,第 三表 の よ うに,第 一年 度で簿記 とEDP入 門 をおき,第
二年 度に会計組織 論 その他 をお くべ きであ ろ う。第一年度 の簿記は会計学入
(19)1957Committee,op,cit.,p.216・ただし.第 表 は委員会報告の要旨を
筆者が表にまとめたものである。
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第1年 度
第2年 度
第3年 度
簿 記
EDP会計組織論
ゼ ミ
EDP入 門
原価計算論その他
会計学その他
門課程 としての機能を果 さ
ねばな らないが,会 社会計
や特殊商品売買を除き,会
計データの処理に焦点を合
せ るべ きであろう。すなわ
ち,決 算までの複式簿記の基本理論の他に帳簿組織論及び個別原価計算 と総
合原価計算の基本を中心 とする工業簿記の概要を含む ことが望 ましい。 しか
し,こ れは必要な時間数の点その他か らかな りの困難が予想 される。
第一年度で簿記 と並行 して行われるEDP入 門はハー ドウエアーの基礎知
識 とフローチ ャー トの作成及びプログラ ミングの基礎理論及びそれ らの演習
を主内容にすべ きであるが,あ くまで ビジネス ・=オリエ ソテ ィッドでなけれ
ぽな らず,出 来ればCOBOLとFORTRANそ の他を含むべ きであろ う。
第二年度の学生に対 して開設 されるEDP会 計組織論は,学 生の うち数学
を不得意 とす るものが多い点を考えると,1963年度委員会 の 試案か ら数学
的要素を排除 したものを考えなければな らない。第一表に示 したIBM案 で
は,こ の点について配慮 してあるが,小 樽商科大学短期大学部では恐 らく将
く　の
来の課題 として繰延べるべきであろ う。
か ように考えると本短期大学部で実施すべ きEDP会 計組織論は資料処理
活動の うちルーチ ン ・ワークに重点を置いたものにな らざるをえない。 しか
し,これだけでは当然不充分であるので,数 学的,統 計的方法を応用す る高
度のEDP会 計 システム論ない し経営管理情報 システム論は短期大学部の卒
業生及び一般社会の需要にこたえる特別 コースとして設置す るのが適当では
ないであろうか。 なお,上 述 した 新 しい会計教育を 真に充実させ るために
は,短 期大学部を第二学部に昇格拡充す る必要があることは何人に も明 らか
であろ う。
ともか く,か ように考える場合,短 期大学部に開設すべ きEDP会 計組織
(20)IBM案 の 内 容 に つ い て はIBM,oP・cit・,PP・7-8&PP・21-22・参 照 の 事 。
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論の試案を以下に示そ う。
EDP会 計 組 織 論
Lト ー タ ル ・シス テ ム概 念 一 各 種 の イ ン フ ナ ー メ イ シ ョ ソの 必 要 性
とそ の 源 泉,処 理 方 法,報 告 の 間 に あ る相 互 関 係 を め ぐ る トー タ ル ・
シス テ ム 概 念 。
2.新 しい 簿 記(poli-entrybookkeepingない しmultipurposebook-
keeping)概念 トー タル シ ス テ ム概 念 に 簿 記 を 適 用 した 場 合,新
しい 簿 記 は 以 下 の 三 種 類 の 情 報 の 集 積,処 理,報 告 に 如 何 に 役 立 ち う
るか 。
2-1.計 画 と意 志 決 定 の た め の 情 報
2-2.ア カ ウ ソ タ ビ リテ ィの た め の 情 報
2--3.コソ ト ロ ー ル の た め の 情 報
3.内 部 統 制 の 概 念 と方 法 及 び 基 準 標 準 原 価 計 算 や 予 算 統 制 の た め
EDP会 計 シ ス テ ムを 適 用 す る こ とは,他 の 科 目に ゆ づ ら ざ る を え な
い 。 した が っ て,EDP会 計 シ ス テ ム の 正 確 性 の 問 題 に 重 点 を お くべ
き で あ ろ う。
4.シ ス テ ムに よ る 資 料 処 理
4-1.資 料 の 多 目的 処 理 の 概 念
4-2.AICPA,InternalControl,1949を中 心 と し て,企 業 内 の機 能
別 分 業 組 織 に お け る 資 料 処 理 概 念
4-3.資 料 処 理 機 械 化 の 発 展 マ ニ ュア ル,ヘ リ穴 カ ー ド(ニ ー ド
ル ・ ソ ー ト ・カ ー ド),PCS,EDP
4-4.上 記4-3を フ ロ ー チ ャ ー トの 作 成 及 び プ ロ グ ラ ミ ソグ を 中 心
と して 演 習 を 行 う。
5.ケ ー ス ・ス タ デ ィ ア メ リカ 。マ ネ ジ メ ン ト ・ア ソ シ エ イ シ ョ ソ
の モ ノ グ ラ フそ の 他 に よ り具 体 例 を 分 析 す る。
新 し い 会 計 教 育(藤 田)
6.EDPと 企 業組織 の変 化
6-1。EDPに よる資料処理作業 の変 化 と企業 内組織 の変化
6-2.内部統制 システ ムの変化
6-3.内部監 査及 び外部監 査技術 の変化
一199一
6-4,経営管 理情報 シス テム(managementinformationsystem)と
管 理科学的方法 の展望
以上 であ る。
しか し,上 記 の案は全 くの試案 にす ぎない ものであ ることを明記 し,広 く
御 批判 を仰 ぐ次第 であ る。
